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2018 年 3 月 30 日に公表された企業会計基準第 29 号が適用される、2021 年 4
月 1 日以後開始する連結会計年度および事業年度の期首までに、注記事項の定
めを検討するとしていたことを受け、2020 年 3 月に 終基準化することを目
標とし、ASBJ においてコメントへの対応および検討が進められてきた。そし
て、2020 年 3 月 31 日、 終的に企業会計基準第 29 号「収益認識に関する会
計基準」（以下、改正企業会計基準第 29 号とする）が公表された。 終的な基
準がどのような規定となったのかという点は、その理由も含め重要であると思
われる。本稿は、契約資産と契約負債および残存履行義務の開示に関して、









「適用指針改正案 1 第 104-3 項における契約負債の貸借対照表科目の決定に
際して、どのような根拠により判断するのかについて、例示等を示していただ






でないと考えられる。」（日本公認会計士協会 2019，2 頁） 
契約資産・契約負債について規定されているのは、会計基準改正案 2 第 79 項




























































































































































会計適用指針第 19 号とする）の第 20-2 項として「契約資産について第 4 項に
おける時価等に関する事項の注記は不要であると考えられる」との記載を追加
している 13。 





















































































































































1 企業会計基準適用指針公開草案第 66 号「収益の認識に関する会計基準の適用指
針（案）」（以下、適用指針改正案とする）。 
2 企業会計基準公開草案第 66 号「収益認識に関する会計基準（案）」（以下、会計基
準改正案とする）。 
3 IFRS15 の設例 39 をもとにした設例となっている。 
4 ASBJ2019b，第 10 項。 
5 ASBJ2019b，第 12 項。 







7 ASBJ2019b，第 11 項。 
8 ASBJ2020b，第 79 項。 
9 ASBJ2020e，2 頁；ASBJ2020b，第 79 項。 
10 以下、改正時価開示適用指針案とする。 
11 IAS32 号第 11 項における「金融商品」の定義は、IAS 第 32 号、IAS 第 39 号、














12 ASBJ2020b，第 150-3 項。 
13 ASBJ2020e，5 頁；ASBJ2020d，第 20-2 項。 
14 ASBJ2020e，5 頁；ASBJ2020d，第 4 項（1）。 
15 ASBJ2020e，6 頁；ASBJ2020b，第 77,150-3 項。 
16 2011 年に公表された IFRS15 の公開草案に対するコメント。 
17 残存履行義務に配分した取引価格の開示情報。 
18 ASBJ2019b，第 191,192 項。 
19 ASBJ2019b，第 193,194,195,196 項。 
20 情報フラッシュの第 1572 号，4 頁を参照。 
21 ASBJ2020e，3 頁；ASBJ2020b，第 205 項。 
22 ASBJ2020f，2 頁。 
23 ASBJ2020e，4 頁；ASBJ2020b，第 80-24,204 項。 
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